





要旨 : 本稿は 2014（平成 26）年 12月から 2015（平成 27）年 1月まで宮城県大崎市立の

















































































































































































スクールソーシャルワーカーの活用ありの学校は，小学校 13校のうち 5校，中学校は 5校の













































































































































































































































































































































 2） 平成 25年版国民生活基礎調査では，「子どもの貧困率」が示されているが，昭和 60年には
10.9%であった数値が，年々上昇している。厚生労働省（2014）「平成 25年国民生活基礎調査」
18.
 3） 「子供の貧困対策に関する大綱」では，学校を窓口とした福祉関連機関等との連携について記
されており，そこには貧困家庭の子供たち等を早期の段階で生活支援や福祉制度につなげてい
くことができるよう，地方公共団体へのスクールソーシャルワーカーの配置を推進し，必要な
学校において活用できる体制を構築すること，児童生徒の感情や情緒面の支援を行っていくた
めのスクールカウンセラーの配置推進を図ることが示されている。内閣府（2014）「子供の貧
困対策に関する大綱」10．
 4） 大野・今野らによると「スクールカウンセラーは人の心理（内面）に焦点を当て個人の変容を
目的とするのに対して，スクールソーシャルワーカーは人と環境との関係に焦点を当てるエコ
ロジカルな視点をもつ」とするが「対人援助という近接領域であるがゆえに個々の活動におい
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て重なる部分がある」と指摘する。大野智樹・今野舞（2011）「公立学校における学校臨床の
現状と課題」『宮城学院女子大学発達科学研究（宮城学院女子大学附属発達科学研究所）』第 11
号，34.
 5） 教員は児童の家庭状況を把握することに努めるが，経済的状況などのデリケートな問題は慎重
にならざるを得ない。実践活動にもとづく内田（2010）の考察によれば「保護者の立場からは，
学校には子どもが通い続けるため，経済的困窮や家庭内の事情など本音が言えないという状況
が生じている」との指摘もある。内田充範（2010）「スクールソーシャルワークに求められる
専門性に関する一考察」『山口県立大学学術情報（社会福祉学部紀要）』4.
 6） 調査対象者の属性は校長，教頭，学年主任，生徒指導担当，特別支援コーディネーター，養護
教諭と多様なものであった。スクールソーシャルワーカーを必要とする児童及び保護者の状況
の判断はその回答者の判断に委ねた。
 7） スクールソーシャルワーカーに期待される役割と課題について量的調査を行った佐藤・金子ら
によると「学校現場の教員はスクールソーシャルワーカーが行うべき援助活動の多くをあまり
重要でないと捉えているということがいえるとともに教員のそういう意識が，スクールソー
シャルワーカーの認知度の低さや職務内容の理解の低さと関連している可能性もある」と指摘
している。佐藤広崇・金子智栄子（2010）「学校に求められる援助について-スクールソーシャ
ルワーカーに期待される役割と課題-」『文京学院大学人間学部研究紀要』第 12号，235.
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